
1 

水道水から地下水利用への転換に対する取組状況調査結果について 

 
平 成 ２ ６ 年 ３ 月 
千葉県総合企画部水政課 

 
１ はじめに 

 近年、水道使用者が経費節減を目的に上水道から地下水に転換することにより、

水道事業体の収益に影響を及ぼしているといった報道等が全国的に見受けられる

ところである。 
 そこで、県では、この実態を把握するため、平成２５年３月、県内４１水道事業

体を対象に地下水利用への転換状況等の調査を行った。この結果、２３事業体に 

おいて、上水道から地下水への転換実態を把握しており、このうち、その対応策を

実施していると回答があったのは、水道料金に関する対応で２事業体、大口使用者

に対する水道利用のＰＲ等に関する対応で３事業体のみであった。 
 こうした状況を考慮して、県では、本年度、この調査結果を基に、水道料金に  

よる対応を行った２事業体と、対応策を検討したが実施に至らなかった２事業体に

対して、聞き取り調査を行った。また、本年１月には、県内水道事業体での取組  

としては見られなかった他県の先進事例について、現地調査等を行ったところで 

ある。 
 今般、これらの調査結果を取りまとめたので、県内水道事業体の対応策の検討に

資するよう情報提供するものである。 
 
２ 県内における上水道から地下水利用への転換状況（別添資料１参照） 

・県内水道事業体の約６割で転換事例 

地下水利用への転換状況については、既

に「平成２５年６月６日付け水政第１２７

号」で、その調査結果を県内水道事業体に

通知したところだが、これによれば、県内

水道事業体の約６割に当たる２３事業体

が地下水利用への転換事例を把握して 

いた。ただし、事例がないと回答のあった

のは３事業体のみであり、その他の１５事業体は把握ができておらず、その正確

な実態はつかみきれていないのが実情である。 
 
・多くが事前に把握できず 

その把握方法は、主に、給水契約者の水道使用水量の変化や給水装置の改造 

工事申請などによるもので、地下水利用への転換後や転換することが決まった後

に初めてわかるという事例が多い。 
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水道使用者が、一度、イニシャル  

コストをかけて地下水採取の設備を 

導入してしまうと、設備更新時期までは、

トータルコストでなくランニング  

コストで比較するので、地下水利用の方

が安く、水道水への回帰は不利となる 

ことから、転換後の把握ではその対応が

難しいと言える。 
したがって、地下水利用への転換を事前に把握できる手法を検討していく必要

がある。 
 
・地下水転換による水道事業体への影響 

  大口使用者による地下水への転換により、過去５年間（平成１９～２３年度）

で県内水道事業体の推定減収総額は約１６億円であった。なお、転換事例を把握

していても、減収額までは把握できていない水道事業体もあることから、総額は

更に大きくなる可能性がある。 
また、業種別での転換件数は、特に 

病院、販売業、製造業が多い。病院に  

ついては、厚生労働省からの指導で複数

系統の水を確保しているため、件数が 

多くなっている。なお、販売業、製造業

については、使用水量も多く、対策が 

必要である。 
多くの事業体で、将来人口の伸び悩み

により水需要の増加も期待できなく 

なっている現状で、こうした減収も水道事業の経営に影響があると考えられ、  

将来の施設更新などを考えた場合に、いかにして地下水利用への転換を抑制し、

固定費※１を回収していくか検討することが重要と思われる。 
 
・少ない対応事例 

県内水道事業体において、対策が講じられている事業体は、まだ、前述の   

とおり少なく、また、検討はするものの対応策を講じるまでには至らない事業体

もあった。各事業体とも、まだまだ手探りの状態である。そこで、県では更に、

県内水道事業体における具体的な取組事例と検討事例について調査を行った。 
 
※１ 固定費の考え方については、「新水道ビジョン（厚生労働省健康局）」の「7.3.1   
料金制度の最適化」で記載されている。 
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３ 県内水道事業体の取組事例 

（１）水道料金に関する対応策を実施した事例 

ア 長門川水道企業団（逓増逓減型料金制度※２の導入）H23.4.1～ 

 ある大口使用者から、工場用水を水道水から地下水へ転換する相談を受けた。

この時、既に数件の地下水転換により給水量・給水収益が激減し、さらに給水

人口の減少傾向によりこの状況に歯止めが掛からず、給水量・給水収益の確保

が至上命題の状況であった。 
 この状況を放任した場合、更に給水量・給水収益が減少することとなり経営

状況が悪化してしまうことから、逓増逓減型料金制を導入して大口使用者の 

繋ぎ止めを図る検討を行った。 
 地下水ビジネスと対抗でき、かつ経営を損なわない単価を設定する必要が 

あるため、月間使用水量 5,001㎥以上について、従量料金単価を下げた場合の
シミュレーションを行ない、逓減部分の単価を決定した。 
 給水条例を改正し、逓増逓減型料金制を平成２３年４月１日から施行した。 
 この料金改定によって大口使用者を繋ぎ止めたことにより、給水収益は減少

したものの大幅な減少は食い止めることができ、大口使用者の利用しやすい 

水道となり、また、有収水量を確保できたことによって給水原価の高騰も  

避けることができたとのことであった。 
 
※２ 逓増逓減型料金制度 

使用量が増えるに従って料金単価を高くする逓増型の一般的な水道料金体系
に、ある一定の使用水量以上からは料金単価が安くなる逓減型の料金体系を併せ
た、大口使用者に配慮した制度 

 
イ 成田市水道部（大口使用者への料金値上げを抑制）H24.4.1～ 

市営水道の経営が将来的に赤字になることが見込まれたため、料金値上げの

検討を進めたが、大口使用者の地下水への転換事例が出てきたことから、月間

使用水量 501㎥以上の大口使用者への従量料金の値上げ幅を抑えることとし、
更に月間使用水量 1,001㎥以上については、従量料金を据置とした。 
料金改定後は、大口使用者の地下水転換事例は見られないが、大口使用者の

料金を現状維持としているため、コスト比較から、今後、地下水へ転換する  

使用者が増える可能性もあるとのことであった。 
 
（２）検討したが実施に至らなかった事例 

ア 柏市水道部（逓増逓減型料金制度と個別需給給水契約制度※３の検討） 

「従量料金の引下げ（逓増逓減型料金制度）」、「個別需給給水契約制度」、 

「現行どおり」の３案で検討したが、３案とも減収となり、減収額の最も   

少ない「現行どおり」とした。 
仮に、大口使用者に対して料金値下げをする上記２案を導入したとしても、

（ランニング）コスト比較から、一旦、地下水へ転換してしまった使用者が  

水道水へ戻ることは難しいと思われるとのことであった。 
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※３ 個別需給給水契約制度 

ある一定規模以上の水量を使用する大口使用者に対して、個別の契約により 
契約の基準水量を超えた場合に料金単価を安くする制度 

 
イ 流山市水道局（大口使用者特割制度の検討） 

平成２３年７月、流山市水道事業審議会に「大口利用者の地下水利用対策」

について諮問し、平成２４年１月、大口使用者特割制度（個別需給給水契約  

制度）の導入について答申を受けたため、市で検討したが、料金改定による  

減収額が大きかったため、料金改定を見送った。 
今後、区画整理等で新規の大口使用者も増加することが推察されるため、 

情報収集と検討を継続することとしている。 
 
・事業体により異なる制度導入の効果 

長門川水道企業団の場合は、大口使用者から地下水転換に係る事前の相談が 

あったために、協議を行い、逓増逓減型料金制度を導入することで、減収額を  

大幅に抑えることができた事例である。一方、柏市や流山市は、同じく大口使用

者への値下げを検討したにもかかわらず、制度を導入した方がより減収額が  

大きいとのシミュレーション結果を得て、導入を見送った例である。 
水道事業体により、大口使用者の件数や使用水量は異なり、また、今後どの  

程度地下水転換しそうな使用者が想定されるのかなど、その実情は様々である 

ことから、事業体にとっていかに影響を最小限に抑えられるかという観点から、

制度導入の可否を含めよく検討することが必要である。 
 
４ 他県の水道事業体における取組事例 
他県の取組事例は様々であるが、５つに大別でき、それは更に、大口使用者に  

対して料金を値下げ又は割引するもの（Ⅰ）と、水道料金とは別に固定費相当分を

徴収するもの（Ⅱ）に分類できる。 
 
（Ⅰ）大口使用者に対して料金値下げや割引をする制度 

  ①逓増逓減型料金制度※２ 前橋市、渋川市、京都府長岡京市、 

滋賀県草津市、佐賀市など 

    大口使用者への従量料金が安くなるため、地下水転換への抑制には効果が 

ある。その反面、一定使用水量以上の全ての大口使用者に対し料金値下げを 

行うこととなるため、その分の減収が伴う。前述のとおり、事業体の実情に  

応じたシミュレーションが必要である。 

 

  ②個別需給給水契約制度※３ 宇都宮市、北九州市、岡山市、北海道美幌町など 

    メリット、デメリットについては、上記①とほぼ同様と思われるが、一定の

水量を使用する大口使用者に基準を一律に適用するのでなく、個別の契約を 

通じ、使用者ごとの過去の使用量などに応じて基準水量が設定されるなど、 



5 

弾力的である。 

 

  ③水道料金減免制度  神奈川県（H23.4.1～） 

    地下水から水道水に切り替えた場合、水道料金、加入金を減免する制度。 

 

（Ⅱ）固定費相当分を徴収する制度 

  ④固定費負担制度  神戸市（H23.10.1～） 

    地下水などの補給水※４として相応の水道水を希望する場合、水道水の水質 

適正管理や負担金が必要となる制度。  
 
※４ 補給水とは、地下水等が何らかの理由で使用できない場合に備えて、通常時から、水
道事業者が確保を求められる水道水 

 
 ⑤バックアップ料金制度  北海道帯広市（H24.4.1～） 

    専用水道事業者（大口使用者となることが多い。）が、水道給水契約を継続

し、公営水道をバックアップとして利用する場合、「バックアップ料金」の  

負担を求める制度。 

    メータ口径に応じたバックアップ料金を徴収することができる。任意契約の

ため契約を締結した場合に対象となる。 
 
・先進事例の現地調査（平成２６年１月実施） 

   上記①、②については、他県の取組事例も多く、これを参考に検討した県内  

事業体もあるが、前述のとおり結果として導入できなかった例もあった。この 

ため、別の視点からの制度として③と④の事例を調査することとした。 

 

（１）神戸市水道局（固定費負担制度）（別添資料２参照） 

ア 制度導入までの背景 

    神戸市では、平成１５年度以降、膜処理技術の向上などの影響もあり、大口

使用者が上水道から地下水利用へ転換する事例が顕著にみられるようになり、

水道事業の経営に大きな影響を及ぼしていたことから、平成２２年２月「水道

事業における地下水利用水道への対応のあり方」について、神戸市上下水道 

事業審議会に諮問した。 
    同年３月、同審議会から「現行の料金体系そのものの見直しについては、  

早急な対応が望まれる対応策としては適しない。」、「地下水利用水道の設置者

（水道水を地下水などの補給水として利用する設置者）に対して、（固定費の）

適正な負担を求めることが必要である。」との答申を受けたことから、現行の

料金体系は維持した上で、固定費負担という形で制度を創設した。 
 
イ 制度の概要（平成２３年１０月から適用） 

    水道水を地下水等の補給水として利用する水道使用者に対し、①届出の義務、

②水質の適正管理、③固定費の負担を求める制度 
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①地下水等の補給水として利用する地下水等併用水道の設置に関して届出を

義務付ける。 

②水道水が停滞して生じる水質悪化や水道水の急な増量による周辺への 

赤水発生の恐れがあるため、適時一定流量以上の水道水の使用や水道水の 

使用量を急増する場合の事前協議などの水道水質の適正管理義務を明確化

する。 

③水道水を地下水などの補給水として利用する使用者と水量についての 

協定を締結し、固定費部分を負担金として徴収する。（導入時、既設置の  

使用者に対しては、「当分の間」適用しない経過措置を設けたが、平成２５

年１１月「平成２７年秋頃」からの適用予定を発表。） 

 

・固定費負担制度の仕組み 

    協定水量は、使用者が定める２ヶ月毎の計画で、水道水計画使用水量＋水道

水補給水計画使用水量を決めて設定するものであり、水道水計画使用水量の 

３倍が協定水量を下回る場合に、その差水量（水道水計画使用水量×３と協定

水量の差）に対して負担金が生じる。（下図 Ａ－Ｂ参照） 

    このため、負担金が生じないように協定水量を少なく設定することも可能 

だが、実使用水量が協定水量を超えた場合は、違約金（協定水量を超えた水量

に係る従量料金の３倍）が発生する。逆に、違約金が発生しないように協定  

水量を多く設定すると負担金が生じることになる。 

    また、負担金が生じないようにするため、水道水計画使用水量を実使用水量

よりも多く設定する可能性もあるので、この計画使用水量が適正であるのか、

市水道局側でのチェックが必要である。 

    なお、水道水実使用水量が、協定水量より下回る場合で、水道水計画使用  

水量の３倍を超えたときは、協定水量から水道水実使用水量を差し引いた分の

差水量が負担金の対象となる。（下図 Ａ－Ｃ参照） 

 

・なぜ、水道水計画使用水量の３倍なのか 

    神戸市の基準で、必ず１口径差が生じる水量比である。すなわち、水道水  

計画使用水量の３倍を超えてしまうと、通常は使われないにもかかわらず、 

必ず、１つ増径した口径を設置しなければならなくなるため、固定費相当分を

回収する必要が生じるものである。 

 
（神戸市水道局ホームページから） 
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ウ 制度導入後の状況 

・まだ、固定費負担金を賦課する事例が発生していないが、これは、新規使用

者が、地下水等利用への事前相談の中で、固定費負担金が発生しないよう  

「水道水の利用を増やす」、また、「地下水等の利用そのものを取りやめる」と

いったケースが見られ、結果として地下水等の使用が抑制され、制度導入の 

効果があったとのことである。 

・また、既設置の使用者には適用時期（平成２７年秋頃適用予定）や制度に  

ついて、個別に説明や協議を行っているところであるが、本制度の対応として、

負担金を支払うよりは、水道水の使用割合を増やすことを検討している使用者

が多いようである。 

・地下水等併用水道使用計画などの届出義務を条例化したことにより、利用 

状況の把握ができるようになったとのことである。 

・この制度は、協定水量を設定する必要があるために、大口使用者との協議・

説明や、適正な負担を求めるために計画使用水量と実使用水量のチェックなど

が必要となる。 

 
 

（神戸市水道局ホームページから） 
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（２）神奈川県企業庁（水道料金等減免制度）（別添資料３参照） 

ア 制度導入までの背景 

料金収入減少の主な要因の一つとして企業等における地下水利用への転換

の増加があった。併せて、水源費などの費用（固定費）を回収するために、   

水道水をより多く利用することを誘導する制度を検討する必要があった。 

 
イ 制度の概要（平成２３年４月から適用） 

①地下水利用から県営水道の供給に切り替えた場合の水道料金の減免制度 

②地下水利用から県営水道の供給に切り替えた場合の水道利用加入金の減免制度 

③研究所、本社又は工場を立地する場合の水道利用加入金の減免制度 

 

・水道料金減免制度の仕組み 

使用者に地下水から県営水道への切替えのインセンティブを与えることを

目的とした制度であり、切替えによる増加量に対して４０％の減免を行うため、

事業体にとっても、減収を伴うものではなく増収の効果がある。 

（４０％の減免は、原価を下回らない設定としている。なお、福祉減免の  

割合も４０％としている。） 

地下水から県営水道への切替えが前年同月比1,000㎥以上あることが必要で

あり、また、使用者側からみると、減免制度を最大限有効に活用するには、  

地下水から県営水道へ切替えを行うタイミングが重要である。 
 

 

◆ 

（神奈川県企業庁ホームページから） 
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ウ 制度導入後の状況 

・数件の使用者が県営水道の供給へ切り替えて、増収となった。 

・使用量上位約１００社に対し、過去及び今後の見込み使用量、地下水使用  

状況、地下水設備の状況について、アンケート調査を実施し、併せて上位数社

に対しては、訪問による情報収集を行い、本制度を活用する使用者の増加を 

目指している。 

・平成２３年度から実施した制度であり、実際に適用を受けようとする使用者

はまだ少ない状況であるが、地下水の設備更新時期や地下水の水質などを理由

に、今後、適用が増えることも想定されるとのことである。 

 
５ まとめ 

小口径井戸による地下水採取の問題に関連し、国では、地下水が国民共有の財産

であるという視点から、地下水保全に係る新たな法制度を検討していると聞いて 

おり、県としては、この動向を注視しているところだが、現状では、地盤沈下防止

の観点からも、水道事業体の経営悪化を理由としても、新たな規制を設けることは

難しい状況である。 
したがって、大口使用者による地下水利用への転換に係る問題については、水道

事業体が自ら経営上の問題として対応していかなければならないものである。 
しかし、現状としては、なかなかその解決策が見いだせておらず、各事業体は、

その対応に苦慮しているところである。 
今回、県が調査した県外の先進事例等では、各事業体において新たな視点から 

制度を取り入れており、参考になるものと考えている。 
 
県内事業体の多くで難しかった地下水転換の事前把握については、神奈川県で 

行っているように、大口使用者に対するアンケートや訪問調査等による情報収集に

努めることはもとより、神戸市で導入した「届出義務の制度化」などが参考になる

だろう。 
また、大口使用者の引き留めのための値下げの検討は、比較検討の結果、    

かえって制度を導入した方が減額となる場合があるという問題については、固定費

を回収するという視点からのアプローチも考えられる。 
平成２５年３月に策定された国の「新水道ビジョン」では、「固定費と変動費の

割合に適合した、将来を見据えた料金体系へ、利用者の影響を抑制しつつ、事業  

実態に応じた検討を。」、「地下水等の自己水源を利用する企業等への料金賦課方法

について、経営的観点での対応を。」と言及されている。 
神戸市の固定費負担制度や帯広市のバックアップ料金制度は、これを具現化した

ものと言えるだろう。神奈川県の水道料金減免制度についても、負担金ではないが、

より多くの水道使用水量を確保することにより固定費を回収しようとしている。 
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更に「新水道ビジョン」では、「水需要減少傾向の現状にあって、従来からの   

逓増制料金体系についても、緩やかな見直しを。」と指摘しており、将来的には、

従来どおりの料金体系から脱却し、より固定費の回収を意識した料金体系の構築が

求められている。 
 
各事業体により、その経営状況や置かれた環境は様々であることから、必ずしも

ある事業体にとっての最善の策が、他の事業にとって同様に最善の策となるとは 

限らない。様々な選択肢を研究しつつ、その事業体にとって最適な料金制度を  

見つけ出す努力が欠かせない。本調査が、そのための一助になれば幸いである。 
 
最後に、本調査に御協力いただいた県外及び県内の水道事業体の皆様に厚く御礼

申し上げます。 
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